
京都市企業立地促進プロジェクト（構想）
都市計画の見直しとの連動により、京都経済の活性化を実現︕

別 紙
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 これまでの取組、実績
 令和５年度からの具体的取組
 ＫＰＩ・モニタリング
 推進体制
 (参考) 市内のオフィス等の現状、実施中の取組

２



１．製造業等の企業立地促進
【平成14年度〜】
○製造業等の本社・工場等の新増設への補助金

事業指定︓ 218 件 （市内企業の事業拡大９割、市外からの誘致１割）

事業効果︓ 投資額 約 1,976 億円 正規雇用増 約 6,300 人

【平成16年度〜】
○公的インキュベーション施設※に入居するベンチャー企業支援

事業指定︓ 194 件 ※京大桂ベンチャープラザ等

これまでの取組、実績

多くの企業が市内立地を実現︕

まとまったオフィス空間・産業用地が少ない課題

実績

＊実施中の取組の概要は24、25ページ
＊実績は令和4年11月末時点

３
京大桂ベンチャープラザ

らくなん進都



２．スタートアップ等の中小企業の立地促進
【スタートアップの創出状況】

【令和４年度からの立地促進の取組（令和4年11月末時点）】
○オフィスの市内初進出への補助金 事業指定︓ 15 件
○お試し進出への補助金 事業指定︓ 16 件

これまでの取組、実績

４
京都進出したスタートアップ

京都市・大阪市・神戸市等で形成する「大阪・京都・ひょうご神戸コンソーシアム」が、内閣府
の「グローバル拠点都市」に選定（令和2年7月）
⇒ 行政、経済界、大学、産業支援機関、金融機関等が連携した「京都スタートアップ・エ

コシステム推進協議会」を中心に、スタートアップ・エコシステムの形成を促進

＜京都スタートアップ・エコシステム推進協議会における取組状況＞

KPI 目的 現状
(令和4年3月末時点)

目標
(〜令和7年7月)

スタートアップ設立数 エコシステム活性化 70 166

大学発ベンチャー設立数 ディープテック実装化 32 96



 これまでの取組、実績
 令和５年度からの具体的取組
 ＫＰＩ・モニタリング
 推進体制
 (参考) 市内のオフィス等の現状、実施中の取組

５



両 輪

令和５年度からの具体的取組

方針︓ オフィス空間・産業用地の創出 と 企業立地支援 を両輪に
切れ目のないサポート で企業立地を促進︕

６

魅力発信（プロモーション、企業訪問・営業）
進出検討から定着まで伴走支援

オフィス空間・
産業用地の創出
「創造」を引き出す
都市計画の見直し
地区計画や総合設計
制度などのフル活用

企業立地支援

インセンティブを
強化︕



令和５年度からの具体的取組

＊ 次年度以降の予算が伴う取組や都市計画に関する取組は、今後の予算編成及び京都市会、
都市計画審議会の議決等を経て確定します。 ７

１．オフィス・ラボ誘導エリアにおける立地促進
２．市内各地域に共通の立地促進
３．京都市のビジネス環境の魅力発信

○ 都市の活力を生み出す都心部や、ものづくり産業の基盤となる工業の集積地、知恵産業に
貢献する研究開発拠点など、市内各地域の特色を活かした企業立地（市内企業の事業拡大・
企業誘致）を促進。このたび「創造」を引き出す都市計画の見直しを実施（概要26ページ）

○ なかでも、新たなオフィス・ラボ機能の集積を目指して都市計画の見直しを行うエリアを
「オフィス・ラボ誘導エリア」に設定して立地を促進︕



令和５年度からの具体的取組

１．オフィス・ラボ誘導エリアにおける立地促進
京都市内中心部に集中しているオフィスの立地を誘導

８



１．オフィス・ラボ誘導エリアにおける立地促進
＜該当する都市計画の見直しエリア＞

京都駅

十条通

四条通

油
小
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国
道
１
号

河
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町
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烏
丸
通

十条駅

京都駅から十条駅まで
地下鉄で3分の好アクセス︕

９

⑴ 都市計画の見直しを行う、
「京都駅南部」「らくなん進都（鴨川以北）」を
オフィス・ラボ誘導エリアに設定

⑵ 当該エリアへのオフィス・ラボの建設や企業進出の
インセンティブをパッケージ化して立地を支援

らくなん進都（鴨川以北）京都駅南部

＜将来のまちのイメージ＞



■見直し後の都市計画（案） 京都駅南部 【新規】

オフィス・ラボの集積を目指し、
幹線道路沿道を中心に、容積率や高さの最高限度を
京都駅前と同等に引き上げ。
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１．オフィス・ラボ誘導エリアにおける立地促進
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地下鉄十条駅

九条通

十条通近鉄十条駅

赤線で囲った部分が
見直しの対象エリア

左の地図の① ②

用途 地域 商業地域 商業地域
建 蔽 率 80% 80%

容 積 率
現行200％・300%・400％・600％

→ 600%
現行200％・300％

→ 400%

高 さ

現行20m・25m

→ オフィス・ラボに限り 31m
※床面積の1/2まで利便施設等の

併設可（共同住宅は1/3まで）

20m



■見直し後の都市計画（案） らくなん進都（鴨川以北） 【新規】

建 蔽 率 60%

容 積 率 400%
※工場・事務所・研究施設以外は300%又は200%

高 さ 無指定
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上鳥羽口駅

くいな橋駅

竹田駅
赤線で囲った部分が

「特定用途誘導地区」
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特定用途誘導地区
都市再生特別措置法に基づく制度で、指定した誘導施設に限って容積率等の

緩和を行うことで、誘導施設を有する建築物の整備を促進 11

１．オフィス・ラボ誘導エリアにおける立地促進

誘導施設︓オフィス・ラボ（床面積の1/2超）
敷地面積に応じて容積率が 600％〜1,000％ に︕

※壁面後退、緑地等の整備など要件あり

新たに特定用途誘導地区を設定

京都市初の「特定用途誘導地区」を活用
誘導施設のオフィス・ラボは、
全国最高水準の容積率最大1,000%︕



■ 都市計画の見直しと５つのインセンティブをパッケージ化
○ オフィス・ラボの “建設” へのインセンティブ

① 大規模テナントオフィスビル建設に対する支援制度を新設 【新規】（誘導エリア限定）

② レンタルラボ建設に対する支援制度を新設 【新規】
○ オフィス・ラボの “進出” へのインセンティブ ※現行の支援制度は２４ページを参照

③ 本社（賃貸含む）等の新増設に対する支援制度を充実 【充実】
補助率を上乗せ 中小企業：１００％⇒最大１５０%、大企業：５０％⇒最大７５％ （誘導エリア等限定）

支援対象に本社に加えて支社などを追加

④ オフィスの市内初進出に対する支援制度を充実 【充実】
支援の上限を市内居住の常時雇用者数１０人⇒５０人に拡大

○ ベンチャー企業の “市内事業拡大” へのインセンティブ
⑤ 事業拡大による、市内の公的インキュベーション施設から市内の貸工場などへの

移転に対する支援制度を充実 【充実】 支援の要件（設備取得額・雇用者数）を緩和 12

１．オフィス・ラボ誘導エリアにおける立地促進
詳細は参考（令和５年度京都
市予算案事業概要）参照



令和５年度からの具体的取組
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２．市内各地域に共通の立地促進
（オフィス・ラボ誘導エリアを含む）



市内各地域に共通の立地促進
⑴ 新規卒業生等の担い手（人材）確保の機会を創出 【新規】

京都市内には約１５万人の学生がおられ、京都市民に占める学生の割合は約１割と全国トップで、理工学系、芸術系、留学生など、

多様な担い手の宝庫。進出企業と学生等との交流会などにより接点を創出し、進出企業の新卒・インターン等の確保を支援

⑵ 進出企業等のコミュニティ形成促進による定着支援 【新規】
進出を検討中の企業や進出済の企業が、気軽に困りごとや連携を相談できる、京都の民間コミュニティへの接続や進出企業間の

コミュニティ形成を促進し、進出企業の定着を支援

⑶ 多様な都市計画手法の活用による立地促進 【充実】
地区や建築計画に即したきめ細かな仕組みの充実を検討（地区計画、総合設計制度など）

⑷ 企業立地促進制度の充実 【新規・充実】（再掲（１2ページ②③④⑤））

⑸ 立地ニーズと不動産情報をマッチング
不動産事業者と連携し、企業の立地ニーズと、オフィス空間や産業用地などの不動産情報を円滑にマッチング

⑹ 京町家オフィスのマッチング等の推進
○ 希望企業に京町家の物件情報を提供するなどマッチングの推進

○ 市が京町家を借上げ、民間活力で活用するモデル事業によりオフィス活用を推進 14

（オフィス・ラボ誘導エリアを含む）
２．



令和５年度からの具体的取組

３．京都市のビジネス環境の魅力発信
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⑴ ビジネス拠点としての京都市の６つの強みを活かした誘致プロモーション 【充実】
Ｗｅｂサイト、首都圏における企業誘致セミナー、企業訪問・営業活動、市内視察ツアーなどにより、京都の強みをＰＲして

誘致を促進

⑵ ビジネス拠点としての地域の特性・ブランドを活かした誘致 【新規】
ビジネス拠点として個性豊かな市内各地域の特性・ブランド力を発信し、首都圏等の市外企業への知名度向上を図り、

企業の進出を促進（地域例：梅小路京都西駅エリア→クリエイティブタウン、京都駅東部・東南部エリア→アート）

⑶ 市内のオフィスビル・コワーキングスペース等との協働による誘致
京都進出の受け皿となる市内のオフィスビル・コワーキングスペース等と連携したプロモーションなど、協働による誘致を実施

⑷ 京町家オフィスで働く魅力の発信

企業誘致Webサイト「Kyo-working｜京ワーキング

３．京都市のビジネス環境の魅力発信

【ビジネス拠点としての京都市の強み】
① 歴史と文化に彩られた京都ブランド

（世界的知名度、伝統産業に培われた技術力）
② イノベーションを生み出す源泉

（多様な担い手の確保・産学公連携に強み）
③ 職住近接のコンパクトシティ
④ ビジネス視点での豊富な京都ロケーション
⑤ 良好なアクセス＆災害に強いまち
⑥ 充実した企業立地支援制度

16



 これまでの取組、実績
 令和５年度からの具体的取組
 ＫＰＩ・モニタリング
 推進体制
 (参考) 市内のオフィス等の現状、実施中の取組
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⑴ ＫＰＩ
年間企業立地件数（市内企業の事業拡大と企業誘致の件数）による進捗管理
現状（直近３年平均）約 32件／年 ▷▷▷ 令和７年度 50 件／年

⑵ モニタリング
① 企業立地促進の効果の見える化 【充実】

市内企業の事業拡大や、首都圏等の企業の京都進出・定着による、雇用増加や投下費用等の施策効果を見える化

② 企業立地の状況の見える化 【充実】
更なる京都進出の機運醸成や、オフィス空間・産業用地の供給の活性化に向け、企業の立地状況を把握し、立地企業の

インタビュー記事等と合わせ、企業誘致Webサイト「Kyo-working｜京ワーキング」で発信

18

ＫＰＩ・モニタリング



 これまでの取組、実績
 令和５年度からの具体的取組
 ＫＰＩ・モニタリング
 推進体制
 (参考) 市内のオフィス等の現状、実施中の取組
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⑴ 企業立地促進に向けた体制の強化
令和４年度に、新たに企業誘致推進室を設け、庁内横断組織として京都市企業立地促進本部を設置するとともに、

副業専門人材の協力を得て、一層の企業立地を促進

令和５年度から、ビジネス環境の魅力発信や、オフィス空間・産業用地の創出、立地支援のため、企業訪問・営業、

伴走支援の体制を充実するなど、市内外の更なる企業立地促進を本格化

⑵ 京都市企業立地促進本部（令和４年４月設置）

本部長 ：産業・文化融合戦略監（産業観光局長）

副本部長 ：都市経営戦略監（総合企画局都市経営戦略担当局長）

幹事長 ：産業観光局企業誘致推進室長

副幹事長 ：総合企画局都市経営戦略室長

幹事 ：行財政局資産イノベーション推進室長、総合企画局東京事務所長、

産業観光局産業企画室 ひと・しごと環境整備担当部長、産業観光局産業イノベーション推進室長、

都市計画局都市企画部都市計画担当部長、都市計画局まち再生・創造推進室長、建設局都市整備部長

アドバイザー ：企業誘致・イノベーション専門官、都市ブランディングアドバイザー、企業連携営業アドバイザー、

成長戦略推進アドバイザー（企業誘致担当）

推進体制

20



 これまでの取組、実績
 令和５年度からの具体的取組
 ＫＰＩ・モニタリング
 推進体制
 (参考) 市内のオフィス等の現状、実施中の取組
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⑴ 大規模のテナントオフィス
① 烏丸通（京都駅ー丸太町間）、四条通（河原町ー堀川間）の

沿道エリア（以下、「四条烏丸周辺エリア」）
・ 大企業の進出ニーズは高い
・ 大規模かつハイスペックのオフィスが不足

② 四条烏丸周辺エリア外
・ エリアによっては企業の進出ニーズあり
・ 首都圏ではビジネス拠点としての知名度が低く、オフィス供給が少ない

四条烏丸周辺

京都駅周辺

（参考）市内のオフィス等の現状
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⑵ 中小規模のテナントオフィス
① 四条烏丸周辺エリア

企業の進出ニーズが高く、既存ビルでの受入も見込める
② 四条烏丸周辺エリア外

・ 首都圏ではビジネス拠点としての知名度が低く、オフィスの絶対数は少ない
・ スタートアップ等に一定の進出ニーズがあり、既存ビルでの受入も見込める

⑶ 研究開発拠点（ものづくり・バイオ系ラボ）
市内の大学発ベンチャー企業などの進出ニーズが高く、既存のインキュベーション施設は常時高稼働・

不足状態
⑷ ものづくり・物流拠点

企業の拡大・進出ニーズは高いが、産業用地が不足

（参考）市内のオフィス等の現状
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⑴ 本社・工場等新増設等支援制度（平成14年〜）
製造業、ソフトウェア業、情報処理サービス業を営む企業が市内に本社・工場・研究開発拠点を新増設（賃貸含む）する際に

補助金を交付

補助率：新増設に課税された固定資産税相当額の100%（大企業は50%）（最大1億円）

らくなん進都などや、市内初進出の場合、さらに加算あり

⑵ 新事業創出型事業施設活用推進補助金（平成16年〜）
公的インキュベーション施設に入居するベンチャー企業に対して賃料を補助

⑶ 市内初進出支援制度（令和4年〜）
市内に初めてオフィスなどを設置する場合に補助金を交付

補助金：市内居住の常時雇用者数×最大20万円×2年（最大400万円）

⑷ お試し立地支援制度（令和4年〜）
市内進出検討のため、試行的に市内のコワーキングスペースやシェアオフィスなどを利用する場合に補助金を交付

補助金：（利用料＋交通費）×１／２（最大50万円）

（参考）実施中の取組
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⑸ 市有資産の有効活用による企業立地促進
市有資産の有効活用によりオフィス空間・産業用地を創出し、企業立地を促進

⑹ 土地区画整理事業による企業立地促進
交通アクセスが良好など、企業立地しやすい環境が整っている伏見西部第五地区において、

土地区画整理事業により産業用地を創出し、企業立地を促進

（令和５年度当初から順次供用開始予定）

⑺ 市街化調整区域における産業用地創出
（向島国道1号周辺エリア）
地域未来投資促進法における特例許可制度を

運用し、周辺の農地の営農環境の保全を前提に

産業用地創出を進め、企業立地を促進

（参考）実施中の取組

25

土地区画整理事業

向島国道１号周辺エリア



（参考）都市計画の見直し（用途地域、容積率、高度地区等）
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１．都市格の向上により高まった都心部の熱を
受け止める新たな拠点の形成

都心部からの連続性や、新たな拠点を形成できるポテンシャル

を踏まえ、京都駅周辺（京都駅南部、梅小路京都西駅周辺、らく

なん進都（鴨川以北）、竹田駅周辺）で都心部の熱を受け止める

新たな拠点を形成

２．隣接市町の都市開発や将来的な都市基盤
との連動による一体的・連続的なまちの形成

京都市が京都都市圏の中核としての役割を発揮し、隣接市町

と一体的な発展を目指すため、市境エリアにおいて隣接市町に

おける都市開発等の進展とも十分連動したまちづくりを推進

京都駅

向日町駅

山科駅

油
小
路
通

国
道
１
号

河
原
町
通

九条通

十条通

国
道
１
７
１
号



 

令和５ 年度 京都市予算案 事業概要 

産業観光局 

事務事業名 企業立地促進プロジェクト 

予  算  額 
620,969 千円 

（債務負担行為設定含む） 
新規・充実・継続の別 新規 

担  当  課 企業誘致推進室（２２２－４２３９） 

［ 事業実施に至る経過・ 背景など］  

京都市では、 行財政改革計画に掲げる 「 都市の成長戦略」 の実現に向けて、 「 京都市の   
特性・ 強みを活かし た、 公民連携による企業誘致プロジェク ト 」 をリ ーディ ング・ チャレン

ジに位置付けている。  

令和５ 年度から は、 令和４ 年１ ２ 月に発表し た、 京都の景観の守るべき骨格の堅持を前提
と し た都市計画の見直し と の連動によ る 「 京都市企業立地促進プロ ジェ ク ト （ 構想） 」 に   

基づき、 企業立地促進策の強化を図る。  

［ 事業概要］  

１  企業立地促進助成 

⑴ 賃貸用事業施設等立地促進制度補助金の創設 ＜新規＞ 
   都市計画の見直しと 連動し、 市内に不足している大規模テナント オフィ スビルやレン

タルラ ボ施設の新増設等を促進するため、 支援制度を創設する。  

  ＜制度内容＞ 

対象者・  
対象事業 

大規模テナント オフィ スビル及びレンタルラ ボ施設を新増設等する者 
（ 大規模テナント オフィ スビルは、 オフィ ス・ ラ ボ誘導エリ ア（ 京都駅  
南部の商業地域・ ら く なん進都鴨川以北） のみ対象）  

交 付 額 
新増設等に伴い取得した固定資産（ 土地除く ） に係る固定資産税及び都市
計画税相当額（ 2 年分 最大 1 億円）  

 

⑵ 企業立地促進制度補助金の充実 ＜充実＞ 
ア 本社・ 工場等新増設等支援制度の充実（ 下線は充実箇所）  

   都市計画の見直しと 連動し、さ ら なる企業立地を促進するため、本社・ 工場等新増設
等支援制度を充実する。  

＜制度内容（ 充実後） ＞ 

対 象 者 製造業、 ソ フト ウェア業、 情報処理サービス業 

対象事業 本社機能を有する事業所（ ①） 、 工場、 開発拠点、 研究所の新増設等 

交 付 額 

新増設等に伴い取得した固定資産（ 土地除く ） に係る固定資産税及び
都市計画税相当額の 100％（ 中小企業： 2～3 年分） または 50％（ 大企
業： 1 年分） を補助（ 最大 1 億円）  
※ 一部地域については、 補助率を上乗せ（ ②）  

・  オフィ ス・ ラ ボ誘導エリ ア： 中小企業 150％、大企業 75％（ 工場
の場合は、 中小企業 120％、 大企業 60％）  

・  ら く なん進都（ オフィ ス・ ラ ボ誘導エリ ア以外） 、向日町駅周辺
エリ ア等： 中小企業 120％、 大企業 60％ 

事業要件 
生産等設備取得額が 1, 000 万円以上（ 大企業は 2, 500 万円以上）  
対象事業所の雇用者 5 名以上かつ市内常時雇用者数 1 名以上増加 
※ 公的インキュベーショ ン施設等から 移転の場合は要件なし（ ③）  
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（参考）
　京都市情報館
　令和５年度予算について
　「事業概要」より抜粋



 

＜充実内容＞（ 下線は変更箇所）  
① 補助対象と なる事業所の範囲拡大 

      現 行： 本社、 工場、 開発拠点、 研究所の新増設等 
充実後： 本社機能を有する事業所、 工場、 開発拠点、 研究所の新増設等 

② インセンティ ブ地域の追加及び補助率の見直し 
      現 行： ら く なん進都等： 中小企業 120％、 大企業 60％ 

充実後： オフィ ス・ ラ ボ誘導エリ ア： 中小企業 150％、 大企業 75％（ 工場の 
場合は、 中小企業 120％、 大企業 60％）  

らく なん進都（ オフィ ス・ ラ ボ誘導エリ ア以外） 、向日町駅周辺エリ ア
等： 中小企業 120％、 大企業 60％ 

③ 公的インキュベーショ ン施設等から の市内移転企業の補助要件の緩和 
      現 行： 生産等設備取得額、 雇用者数の要件あり   

  充実後： 要件なし 
イ 市内初進出支援制度の充実（ 下線は充実箇所）  

   新たなオフィ ス空間の創出に伴う 初進出の拠点規模の拡大を見据え、 市内初進出 
支援制度を充実する。  

＜制度内容（ 充実後） ＞ 

対 象 者 市外から 市内に初進出する企業 

対象事業 
オフィ ス等を設置する事業 
本社・ 工場等新増設等支援制度の対象と なる事業 

交 付 額 
市内居住の常時雇用者 1 人につき 100 千円×2 年（ 本市の産業政策に
特に寄与する産業分野は 200 千円/人×2 年）  
（ 上限： 市内居住の常時雇用者 各年度最大 50 人）  

 

 
 

 
 

 

＜充実内容＞ 

補助金交付対象と なる市内居住の常時雇用者数の上限を引き上げ 
現行： 各年度最大 10 人 → 充実後： 各年度最大 50 人 

 
２  首都圏企業等誘致促進事業 ＜新規＞ 

⑴ ビジネス拠点と しての京都の魅力・ 立地支援メ ニュー等の発信 
ア 首都圏等の企業に向けた京都のビジネス拠点の魅力などの発信 

    「 京都で暮ら し 、 京都から 働く 」 ビジネス拠点と し ての京都の魅力発信や認知度  
向上を図るため、 企業誘致 Web サイト を充実すると と も に、 首都圏等の企業を対象と

した魅力発信イベント や見学会を開催する。  
イ 企業立地の支援メ ニューと 都市計画の見直し内容等の紹介ツールの作成、 発信 

    オフィ ス・ ラ ボの建設や企業の進出に対する補助金等の支援メ ニューと 、 都市計画
の見直し 内容等の活用方法などをパッ ケージ化し 、 分かり やすく 紹介する ツールを 

作成すると と も に、 Web サイト 等を通して市内外に広く 発信する。  

 

⑵ 首都圏等の企業誘致に向けた企業訪問・ 営業活動 
   誘致タ ーゲッ ト の企業を絞り 込むための意向調査・ 分析を実施し 、 企業訪問・ 営業  

活動に積極的に取り 組むと と も に、 活動結果を分析し て次の営業活動につなげるなど、
首都圏等の企業の効果的かつ効率的な誘致に取り 組む。  

 

⑶ 進出企業コミ ュニティ 形成促進 

   進出企業同士や、 進出企業と 地域企業、 産業支援機関、 学生等と の交流の場を設ける
など、 進出済の企業や進出を検討中の企業が、 気軽に困り ごと や連携を相談できるコミ

ュニティ の形成促進や既存コミ ュニティ と の接続を図り 、 進出企業の定着を支援する。  

※ その他、 継続事業と して、 「 産業用地創出促進制度（ 債務負担行為設定） 」 等を実施 
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